○都城市自治公民館整備費補助金交付要綱
平成18年１月１日
告示第216号
改正　平成24年３月９日告示第384号
平成27年３月25日告示第384号
（趣旨）
第１条　自治公民館（分館を含む。以下同じ。）の土地及び建物等の基本的な施設等を整備するため、自治公民館に対し、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、都城市補助金等交付規則（平成18年規則第64号）に定めるもののほか、この告示によるものとする。
（定義）
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるものとする。
(１)　自治公民館の建物（以下「建物」という。）の新築事業　新たに建物を建築する事業をいう。
(２)　建物の購入事業　新たに建物を購入する事業をいう。
(３)　建物の改修事業　既存の建物を増築し、改築し、又は修繕する事業であって、その経費が10万円以上のものをいう。
(４)　建物の移転事業　建物を引家等により移転する事業をいう。
(５)　建物の付属施設を設置又は購入する事業　建物の付属施設を新設し、購入し、移転し、又は改修する事業であって、その経費が10万円以上のものをいう。この場合において、建物の附属施設とは自治公民館が所有する建物以外の建造物をいい、擁壁、土留その他の土地の改良を伴うものは含まない。
(６)　ごみ分別集積施設の整備事業　ごみを分別して集積する施設を設置する事業又はこれを増築し、改築し、若しくは修繕する事業をいう。
(７)　自治公民館の土地（以下「土地」という。）の購入事業　建物の新築若しくは移転のために必要な土地又は土地の拡幅のために必要な土地を購入する事業であって、その経費が40万円以上のものをいう。
(８)　備品購入事業　別表に掲げる備品を購入する事業であって、その経費が10万円以上のものをいう。
（補助対象事業）
第３条　前条に掲げる事業は、補助金交付の対象となる事業で、補助金交付申請の年度内に完了又は完結したものとする。
（補助対象者）
第４条　補助金交付の対象者となる自治公民館は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２に定める地縁による団体の認可を受けたもの、又は当該団体に該当すると市長が認めたものとする。
（補助金交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。ただし、その性質上得ることができない書類については、この限りでない。
(１)　地縁による団体であることの証明の写し、又は自治公民館規約の写し。
(２)　実績報告書
(３)　契約書の写し、又はそれに類する書類
(４)　事業前後の状況についての写真
(５)　収支決算書
(６)　事業費の支払証明書又は領収書の写し
(７)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
２　第８条に規定する概算払の方法により補助金の交付を受ける場合においては、前項の規定にかかわらず、申請者は、次に掲げる書類を添え、市長に申請しなければならない。ただし、その性質上得ることができない書類については、この限りでない。
(１)　地縁による団体であることの証明の写し、又は自治公民館規約の写し。
(２)　自治公民館総会決議書又はそれに類する書類
(３)　事業計画書
(４)　収支予算書
(５)　契約書の写し、又はそれに類する書類
(６)　事業前の状況についての写真
(７)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
３　前項の規定により補助金交付を受けようとする者は、当該年度の７月末日までに自治公民館整備費補助金交付要望書（別記様式）を市長に提出しなければならない。ただし、特別の事情によりこの期限までに要望書を提出できない場合は、この限りでない。
（補助金の額）
第６条　補助金の額は、次のとおりとする。
	対象事業
	補助率
	補助限度額
	補助基準額
	補助金額

	第２条第１号から第５号までに掲げる事業
	５分の１以内
	300万円
	事業費に補助率を乗じて得た額と補助限度額とを比較して、少ない方の額
	補助基準額から国、県、その他地方公共団体等（一般財団法人自治総合センターを含む。）の補助金又は助成金を差し引いた額（ただし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。）とし、かつ予算の範囲内とする。

	第２条第６号に掲げる事業
	２分の１以内
	20万円
	
	

	第２条第７号に掲げる事業
	５分の１以内
	200万円
	
	

	第２条第８号に掲げる事業
	５分の１以内
	30万円
	
	


（補助金の支払方法）
第７条　補助金の支払方法は、確定払とする。ただし、事業費が500万円以上の場合は、概算払とすることができる。
（実績報告）
第８条　概算払の方法により補助金の交付を受けた補助事業者等は、事業完了後１月以内に補助事業等実績報告書に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければならない。
(１)　収支決算書
(２)　事業完成写真
(３)　事業費の支払証明又は領収書の写し
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成18年１月１日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の施行の日の前日までに、合併前の都城市自治公民館整備費補助金交付要綱（平成４年都城市告示第59号）、地区公民館及び自治公民館施設等の整備に関する補助金交付規程（昭和46年山之口町規程第11号）又は自治公民館等施設整備費補助金交付要綱（平成15年高崎町告示第45号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（平成20年６月16日告示第94号）
この告示は、公表の日から施行する。
附　則（平成24年３月９日告示第384号）
この告示は、平成24年４月１日から施行する。
附　則（平成27年３月25日告示第384号）
この告示は、平成27年４月１日から施行する。
別表（第２条関係）
	机、椅子、演台

	収納家具、収納庫類

	屋外掲示板

	冷房、暖房器具

	視聴覚器具

	テント

	冷蔵庫、調理器具

	印刷機類

	電話機

	パソコン

	カメラ類

	カーテン、ブラインド類


備考　補助対象となる備品は、２年以上の使用に耐え、取得価格１万円以上のものとする。
様式　略
